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キャタラーグループの経営理念
　経営理念は、 グループの存在意義 ・ 使命を示しており、 経営の中核となるものです。

　すべてのステークホルダーに対して、 新たな価値を提供し続け、 持続可能な社会の実現をめざしていきます。

　

経営理念

　キャタラーの経営理念は、 企業倫理遵守はもとより社会への貢献を柱に定めています。

　1. 内外の法及びその精神を遵守し、 オープンでフェアな企業活動を実践する

　2. 人と環境のより良い調和を目指した先進的技術 ・ 製品の提供を通じて、 顧客の満足と豊かな社会造りに寄与する

　3. 労使相互信頼を基盤とし、 社員がその能力を最大限に発揮できる企業風土を醸成し、 日々新たな可能性に挑戦する

　4. 地域の発展に貢献するとともに、 地域の人々から愛され、 信頼される企業を指向する

　企業理念の下、 当社を取り巻く環境の変化に対応するため、 新たな価値の創造を通じて持続的成功の実現を目指し、 企業

活動を行っています。

　そのために、 人権を尊重し、 高い倫理観と社会的良識をもって事業活動を展開し、 様々な社会課題や地球問題の解決につ

ながる製品やサービスを提供していきます。

　その結果、 「持続可能な開発目標 （SDGs）」 の達成に貢献し、 自らも持続的に発展することで、 グローバルカンパニーとし

ての企業価値向上を目指していきます。

CSR 指針

キャタラーグループ CSR 指針

　キャタラーは、 経営理念の実践が CSR を果たすことにつながり、 持続可能な社会の発展に貢献すると考えています。 そこで、

経営理念をブレイクダウンした従業員の行動規範 「キャタラーグループ CSR 指針」 を制定しています。

　キャタラーグループ CSR 指針は、 社会の様々な課題解決と持続可能な発展に向け、 経営理念に基づいた 「各ステークホル

ダーに対する会社の姿勢」 を表明したものになります。
▶キャタラーグループ CSR 指針 （全文）　

推進体制
　総務部の SDGs 事務局が主幹となり、 各関係部署と連携して活動を推進しています。

　優先課題の特定や目標設定に関する議論 ・ 検討は、 経営層が出席する社内会議 「CSR 委員会」 にて行われており、 そこ

で承認された優先課題や目標については、 定期的に進捗を確認し、 経営層へ適宜報告を行っています。

キャタラーグループの優先課題 （マテリアリティ）

　キャタラーは、 従来から展開している CSR 活動を進化させ、 SDGs の思想に沿って諸活動を展開し、 ステークホルダーや
社会に貢献するために活動を進めてきました。 2020 年からは、 キャタラーグループとして注力する３つの優先課題及び 2030

年までの目標を設定し、 取り組んでいます。 今後も適宜計画の見直しを実施し、 PDCA サイクルを回すことで取り組みを推進し
ていきます。

行間 18pt

キャタラーの CSR

経営理念

経営理念にもとづき、

「各ステークホルダーに対する会社の姿勢」

を表明したもの

CSR 指針

行動指針
CSR 指針を、

「従業員の行動規範として」 具体化したもの

https://www.cataler.co.jp/sustainability/csr/
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優先課題 （マテリアリティ） と 2030 年までの目標

SDGs に関するセミナーを受講、 他社ベンチマーク、 SDGs コンパスを参考とし、 優先課題及び目標設定のプロセスを理解。

Step1　情報収集　　

SDGs の 17 のゴールと 169 のターゲットを軸に①当社の事業との関連性の強さ、②社会への影響の大きさの 2 軸で優先度が

高い取り組みを抽出。 （下図参照）　

Step２　課題の抽出　

経営層と SDGs 事務局で優先課題及び目標の妥当性を確認。 話し合いを進めながら当社の優先課題の洗い出しを実施。 　

Step３　経営層による妥当性の確認　　

経営層が参加する社内会議にて、 当社優先課題として設定した項目の承認。 　　

Step４　経営層の承認　

優先課題の特定プロセス

1 約6.5億トン
CO
HC
NOX
総浄化量

単
体

主製品である自動車用排出ガス
浄化触媒の販売を拡大していく
ことで、大気汚染による
疾病件数の減少に貢献します

大気汚染による
疾病件数の減少

3

2.3％  以上 （法改正に伴い変動）
障がい者
雇用率

多様性の推進
多様な人財が各人のワーク
ライフバランスに沿った働き方で
イキイキと活躍できる魅力ある
会社にする

廃棄物
発生量

貴金属使用量
（Pt、Pd、Rh）

2
製品を製造、販売する上で
生じる地球環境の負荷を
最小化します

バリューチェーン
における
環境負荷低減

2018年排出原単位 (kg /千個)

実績値以下 
キャタラー単体としては
右記の数値以下を維持

車1台あたり
(2015年比)

優先課題
（マテリアリティ）

目指す姿 2030年までの目標数値管理項目 対象
範囲

関連する
SDGｓ

女性管理職数

新卒採用の
女性雇用率 毎年 20％ 以上

CO２

排出量
総排出量45,058トン
(2013年実績)の61%削減

原則、法規制値80%以下水　質

（2022年5月目標変更）

44.2 kg/ 千個以下 

グ
ル
ー
プ
全
体

60%以上削減

2020年の5倍【目標３】

すべての人に健康と福祉を

マテリアリティ（SDGs該当目標）

【目標６】

安全な水とトイレを世界中に

【目標８】

働きがいも経済成長も

【目標１２】

つくる責任使う責任

【目標１３】

気候変動に具体的な対策を
キャタラーの事業との関連性の強さ

社
会
へ
の
影
響
の
大
き
さ
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ステークホルダーエンゲージメント

本文（２段組）

デザイン範囲
タテ 213×ヨコ 189mm

　近年、 企業活動が社会に及ぼす、 また社会が企業に及ぼす影響の範囲や大きさが広がっています。

　キャタラーでは、 持続可能な発展のため、 経営理念に基づき、 オープンでフェアなコミュニケーションを通じて、

お客さま、 株主、 従業員、 地域社会、 お取引先さまなどすべてのステークホルダーの皆様との健全な関係の

維持 ・ 発展に努めています。

　具体的には主要なステークホルダーに対し、 社内関連部署が窓口となって対話を行うことで、 社会の期待や

課題に真摯に向き合い、 本業を通じた社会課題の解決に繋がる取り組みを推進しています。 今後も経営理念の

下、 ステークホルダーから信頼される誠実な企業であり続けるよう努力していきます。

お 客 様

随時

コミュニケーション方法　頻度

顧客満足度調査
→相互の信頼関係強化、更なる期待や要望の把握

随時

企業ホームページ、
各種 SNS / レポートを通じた情報提供
→会社情報、事業内容の発信

企業活動への反映 CS 向上の活動

随時

コミュニケーション方法　頻度

仕入先様との各種会議、 研修会、
イベントの開催 
→調達方針の共有、相互研鑽、パートナーシップの強化

相互信頼に基づく共存共栄に向けた
緊密な関係構築

取 引 先

地 域 社 会 ・ グ ロ ー バ ル 社 会

随時当社イベントへの招待 / 地域イベントへの参加
→地域住民との交流

NGO、 NPO、 地域団体との協働活動参加やコミュニケーション
→世界各地域における社会貢献活動やボランティア活動

地域社会の持続的発展への貢献
社会課題の認識 ・ 解決

随時

従 業 員

コミュニケーション方法　頻度

１回 / 年従業員意識調査
→職場風土や会社生活などに関する調査および改善の機会

社内イントラネット、 社内報を通じた情報提供
→会社情報の発信、共有

随時

株 主

労使通年協議ワーキング ・ グループ
→労使間の課題について協議・交渉、意見交換、相互理解

２４回 / 年

コミュニケーション方法

株主総会
→事業報告、連結計算書類、計算書類、監査結果の報告および決算事項の審議・決議

企業活動への反映

企業活動への反映

労使関係の強化、 職場風土の改善企業活動への反映

企業活動への反映 企業価値向上に向けた経営の質向上

株
主

株
主

コミュニケーション方法　頻度
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環境

環境マネジメント

環境負荷と省資源

気候変動

水資源の保全

08

11

12

13



Cataler Sustainability Report 2022 08

目次／編集方針 方針類ESG データガバナンス社会環境キャタラーの CSRキャタラーの製品紹介トップメッセージ

環境マネジメント
環境指針
　

　キャタラーでは、 「人と環境のベストなあり方」 をテーマに、 かけがえのない地球と豊かな社会をいつまでも守っていくため、

事業活動を営む上で地球環境への配慮を重要課題の一つと考えています。

　当社の環境指針は、 以下のとおりです。

環境指針

豊かな 21 世紀への貢献
　豊かな 21 世紀社会へ貢献するため、 先進的な環境製品を開発、 提供してまいります。

　さらに、 企業活動を通じてのゼロエミッションの継続 ・ 維持と電力、 天然ガスのさらなる効率的活用、 原材料の有効利用による環境負荷低

減を積極的に推進してまいります。

環境技術の追求
　環境と経済の両立をテーマに、 製品開発、 生産活動両面で、 あらゆる可能性を追求し、 新技術の発掘と定着に取り組みます。

自主的な取り組み
　環境の汚染を予防し、 環境保護に寄与するため、 環境保全、 省エネ、 資源有効利用、 設計 ・ 調達の各分野を中心に、 環境指針に基づ

き自主的な環境目標を定め、 全員参加の活動を計画し、 未然防止の徹底と継続的改善を推進いたします。

　この活動を、 社長を委員長とした経営者審査において評価し、 達成に向けての見直しを実施してまいります。

社会との連携 ・ 協力
　企業活動に関わる全ての環境関係法規、 法令、 条例、 協定及びお客様との合意事項の遵守はもとより、 関係会社や関連産業との協力を

はじめ、 環境に関わる社会の幅広い層との連携 ・ 協力関係を推進してまいります。

環境教育の実施
　これらの活動をより効果的に実行し成果を挙げるために、 当社で働く全ての人に対して必要な教育を明確にし、 計画的に実施してまいります。

管理体制
　社長をトップマネジメントとした体制を組み、 環境管理責任者

と環境事務局が主体となり全員参加で環境活動を展開していま

す。 また、 公害防止管理者等、 法的な管理者の要求については、

有資格者をその任に当てています。

　安全環境会議では、 事務局から遵法状況、 法律改正内容、

環境懸念点とその対策、 他社との連携等の報告、 各分科会から

活動報告を行い、 次へのアクションにつなげています。 環境に関

する分科会は、 環境保全分科会、 省エネ分科会、 資源有効利

用分科会、 設計調達分科会の 4 分野に分かれて活動しています。

環境管理責任者より
　環境保全への取り組み方は国 , 会社 , 個人でそれぞれ異なりま

すが、 各立場での役割 ・ 責任を果たすことが地球環境の課題解

決につながると考えております。

　キャタラーは人と環境のより良い調和を目指し、 内燃機関の排

気ガス浄化用触媒の技術を柱に地球環境への貢献を目指してき

ました。 そして、 究極のエコカーである FCV の電極触媒を開発 ・

提供し、 地球温暖化防止の一翼も担っております。

また、 環境課題についても当社を含むグローバル各社で水資源

の保全、 希少資源の有効活用や省エネ設備への投資、 再生可

能エネルギー導入拡大を進めております。

　これからも当社は地球環境に対する社会からの期待に応えるた

めの先進的脱炭素エネルギー技術や環境製品の創出や提供等を

進め、 温室効果ガスの削減等地球環境保全への取り組みを進め

てまいります。

取締役常務執行役員
環境管理責任者

末吉　隆一

特別管理産業廃棄物管理責任者

公 害 防 止 管 理 者

エ ネ ル ギ ー 管 理 者

安全環境会議（経営者審査）

社 長

環境管理責任者

環境事務局（安全環境部）

環 境 保 全 分 科 会

省 エ ネ 分 科 会

資 源 有 効 利 用 分 科 会

設 計 調 達 分 科 会

公 害 防 止 統 括 者

各
　
部
　
門
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コーポレートガバナンス
基本的な考え方
　健全かつ効率的な企業組織運営がなされるためには、 コントロール及びモニタリング等の仕組みや体制であるコーポレートガ

バナンスが重要となります。 キャタラーでは、 株主総会、 取締役会、 監査役及び会計監査人を設置することにより、 適正なコー

ポレートガバナンスを確保しています。

体制図

活動状況
　会社法及び当社取締役会規則に基づいて取締役会を開催することで、取締役の職務執行を監督しています。 2021 年度には、

計７回の取締役会を開催しました。 　

　常勤監査役は、 その監査の実効性を確保するために、 取締役会のみならず、 経営会議などの主要な社内会議にも出席して

います。

内部統制

C-ICS(Cataler-Internal Control System）

　キャタラーは、C-ICS(Cataler-Internal Control System） として 「キャタラーの内部統制に関する基本的な考え方」 に基づき、

企業集団としての業務の適正を確保するための体制整備とその適切な運用に努めています。 また、 毎事業年度、 内部統制の

整備 ・ 運用状況の点検を行い、 内部統制の運用実施部署における活動が自律的に実施され、 必要に応じ強化が図られている

ことを内部統制委員会で確認しています。

キャタラーの内部統制に関する基本的な考え方

　キャタラーは、 品質経営による持続的成功と顧客価値の継続的向上を重要課題としています。 その実現のためには、 株主や

お客様をはじめ、 取引先、 地域社会、 従業員などの各ステークホルダーと良好な関係を築くとともに、 お客様に感動していた

だける商品とサービスを提供し続けることが重要と考え、 以下の観点から内部統制の維持 ・ 改善に取り組んでいます。

１） 人間尊重の考え方のもと、 業務執行を行う 「人」 の善意 ・ 意欲 ・ 自律的な判断を引き出す仕組みとする。

２） 「人」 と 「組織」 による 「業務執行プロセス」 （WISDOM、 作業要領書） の中に内部統制のしくみを組み込み、 自工程完結

　による未然防止を目指す。

３） グローバルで業務の有効性及び効率性、 財務報告の信頼性、 事業活動に関わる法令等の遵守及びリスクマネジメントの状

　況を見える化し、 継続的改善の PDCA サイクルを廻す。

ガバナンス①

株主総会

会計監査人
会計監査

監査役
業務監査 ・ 会計監査

連携

監査機能
選解任 選解任

取締役会

意思決定機能

業務執行の決定 ・ 監督

監査

報告

業務執行部門

監督 選任 ・ 監督 ・ 解雇

代表取締役 社長

指示

内部統制委員会

経営会議

指示

各本部、 各部

指示

報告

報告

報告

内部監査機能

報告連携

監査
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基本的な考え方
　「内外の法及びその精神を遵守し、 オープンでフェアな活動を実践する」 という経営理念の下に、 ステークホルダーから信

頼される企業を目指し、 「問題の起きない仕組み、 問題が発生したらただちに発見、 対処できる体制の構築」 と 「コンプライア

ンス意識の醸成」 を活動の両輪とし、 コンプライアンス活動に取り組んでいます。

コンプライアンス担当役員より

ステークホルダーから信頼され続ける企業でありたい

行間 18pt

コンプライアンス
マネジメント体制
　キャタラーでは、 グループ全体のコンプライアンス体制の強化を図るために、 内部統制委員会をコンプライアンスの推進組

織として、 コンプライアンスに関する遵守状況の確認や、 施策の進捗状況のモニタリングを行っています。

行動指針
　キャタラーの 「経営理念」 には、 「内外の法及びその精神を遵守し、 オープンでフェアな企業活動を実践する」 という、 コン

プライアンス遵守の理念が定められています。

　当社は、 経営理念を実現するために、 当社で働く人々にとって必要となる行動や心構えを具体的に示した、 「行動指針」 を

定めています。

行動指針

Ⅰ. キャタラーの一員として

１． 職務への専念

従業員は会社方針や就業規則などの諸規則、 業務上の指示 ・ 命令を正しく理解し、 遵守すると共に、 勤務にあたっては自己の職務に専念し、

誠実に遂行する。

２． 社会的良識に則った行動

従業員は健全な社会的良識と法律 ・ 規律 ・ マナーに則って、 自覚と責任を持って行動する。

３． 収益性の向上

従業員は会社の持続的成功に向け、 大胆な発想、 果敢な実行、 確実なチェックにより、 収益性の向上に努める。 また、 徹底したコスト意識

と創意くふうにより、 コスト低減に励む。

４． 会社の利益の尊重

従業員は私的な活動においても会社の利益を害する行為は慎まなければならない。

５． 交通ルールの遵守

従業員は自動車関連会社に従事しているという認識を持ち、 交通ルールを遵守し、 事故を起こさず、 事故に巻き込まれないように努める。

Ⅱ. 生き生きとした職場をめざして

１． 能力の向上

従業員は互いに協力し合い、 切磋琢磨して業務の効率的な遂行に努めると共に、 自ら能力開発・成長を図り、 課題に対しては失敗を恐れず、

果敢に挑戦する。

取締役専務執行役員
経営管理本部　本部長

佐伯　元康

　キャタラーは 1967 年の創業以来、 経営理念に掲げた 「内外の法及び

その精神を遵守」 しながら事業活動を展開することで、 地域の皆様や

お客様をはじめ多くの皆様と良好な関係を築いてきたと考えております。

　一方、 社会から企業に対する要請は日に日に高まっており、 安全、

環境や人権への対応が企業評価に影響を与えています。 当社としても

ステークホルダーの皆様の期待を真摯に受け止め、 それに応えるべく

日々取り組んでまいります。

　企業は生きものであると考えます。 活動が停滞すると体力も衰えて

いきます。 常に時代の流れを読み、 社会から求められるものを捉え、

経営に影響を与えるリスクに対処しなければ企業の存続が危ぶまれる

ことにもなりかねません。

　キャタラーは国内に生産拠点である本社と研究開発拠点、 海外に７つの

生産拠点を有しており、 今後の更なる飛躍のためには、 グローバルキャタ

ラーとしてのガバナンスが必要と認識しています。 内部統制委員会に

よる C-ICS(Cataler-Internal　Control　System) の推進もその一つ

ですが、 コンプライアンス体制の充実やリスクマネジメントを進めるこ

とで企業統治の仕組みを進化させてまいります。

　これまでもリーマンショックやコロナ禍といった難局に対し、 知恵を絞

りステークホルダーの皆様のご支援をいただきながら乗り越えてまいりました。

　これらの経験も活かしながら、 コーポレートガバナンスを整備し、 持続的成

功を果たしてまいります。
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２． 業務能率の向上

従業員は自らの技術 ・ 技能の向上と業務の標準化に努めると共に、 作業全体の能率向上を心掛ける。 また、 従来のやり方 ・ 考え方にとらわ

れることなく、 柔軟な着想をもって、 常に創造的な仕事に努める。

３． 海外での生活

従業員は海外では、 家族も含め、 それぞれの地域の実情を踏まえて、 治安 ・ 交通事情に注意を払い、 安全確保に心掛けると共に、 地域社

会の人々や同僚との交流に努める。

４． 安全で健康的な作業

従業員は全員参加の活動により、 危険箇所 ・ 作業を撲滅し、 労働災害を未然に防止するよう心掛け、 安全で健康的な職場づくりに努める。

５． 従業員の人格人権の尊重

従業員は従業員相互の人格 ・ 人権を尊重し、 人種、 民族、 国籍、 性別、 社会的身分等を理由とした職場におけるハラスメントを許さない。

６． 労働関係法令の理解 ・ 遵守

従業員は各国 ・ 各地域の労働関係法令の理解 ・ 遵守に努める。

７． 企業機密の保護

従業員は会社の機密情報について、 その保持および漏洩の防止、 ならびに不正利用 ・ 開示の排除など適切な情報管理に努める。 また、 退

職後も在籍中に知り得た業務上の機密を漏らしてはならない。

８． 会社資産の利用

従業員は会社資産を効率的に活用し、 会社の資産物品等を業務上の必要以外に使用してはならない。

９． 経理 ・ 財務データの正確性確保

従業員は適正な会計処理基準に基づき、 経理、 財務データの正確性を確保し、 その守秘に努めなければならない。

Ⅲ. あらゆるお客様の信頼と期待に応えるために

１． 先進的技術の開発

従業員は創造力を発揮し、 先進的技術の開発に努めるとともに、 積極的な提案を行うことにより、 お客様の要望と信頼に応えるよう努める。

２． 国際 ・ 地域ルールの尊重

従業員はあらゆる活動に関して、 人権を尊重することはもとより、 国際ルールと地域ルールが存在することを認識し、 かつそれらを遵守すると

共に、 現地の慣習 ・ 文化の尊重はもちろん、 国際社会 ・ 地域住民の感情にも配慮するように努める。

３． 商品サービスの社会的有用性 ・ 安全性

従業員は社会ニーズを正しく把握し、 消費者に受け入れられる品質 ・ コストを追及した、 有益な商品 ・ サービスを追及し、 開発 ・ 生産にあたっ

ては商品 ・ サービスの安全性にも十分配慮しなければならない。

４． 公正 ・ 法令遵守の営業活動

従業員は各国各地域の競争法、 社会的規範、 商慣習を遵守し、 公正、 透明、 自由な競争を行うように努める。

５． 顧客 ・ 取引先への対応

従業員はお客様をはじめ広く関係先に対して適正な取引方針にもとづき謙虚な態度で、 誠実に業務を遂行する。

６． 他社情報の保護

従業員はお客様をはじめ他社の機密情報を入手するに際しては合法的な手段で行うとともに、 入手した情報の使用に際しては制約諸条件を

遵守し、 機密保持を徹底する。

７． 公正な手続きによる購買取引

従業員が購買取引を行う際には、 国内外に開放され理解されやすい手続きにより、 よきビジネスパートナーとして共存共栄を目指す。

８． 安全規制の遵守

従業員は有用な商品 ・ サービスを安全性に配慮して開発 ・ 提供するため、 世界各国の法規を遵守するとともに、 背景となる各国の社会、 文

化等の理解に努める。

Ⅳ. 社会と共生するために

１． 積極的な社会参加

従業員はボランティア活動などの社会貢献活動や地域行事への参加を通じて豊かな社会づくりに努める。

２． 個人情報保護

従業員は会社が定める個人情報保護を徹底しなければならない。

３． 反社会的勢力との関与の禁止

従業員は反社会的集団 ・ 組織に関与してはならない。

４． ステークホルダーとのコミュニケーション

従業員はステークホルダーと十分なコミュニケーションを行い健全な関係の維持発展に努めなければならない。

５． 贈収賄の防止

従業員は政治や行政との癒着と取られるような行動をなくし、 健全な官民の関係の構築に努めなければならない。

６． 職務を利用した便宜供与の禁止、 関係者への贈答の制限

従業員は職務を利用して、 自分や他人の個人的な便宜を図らない。 また、 社内外の関係者に対し、 社会通念の範囲を超えたレベルの接待 ・

贈り物 ・ 金品の授受を行わない。

７． 知的財産権の保護

従業員は自社の保有する知的財産を守るとともに、 他者の知的財産を尊重しなければならない。

８． 環境保護への取り組み

従業員は環境保護の必要性を深く認識し、 環境保護に貢献する製品の提供を通じて社会の発展に寄与していくことを使命と考えて業務を遂

行する。
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行動指針の周知
　「行動指針」 の周知徹底を図るために、「行動指針」 とその解説を記載し冊子としてまとめた 「行動倫理ハンドブック」 を役員、

従業員を含め、 当社で働く人たち全員へ配付しています。

　「行動倫理ハンドブック」 には、 「行動指針」 の他、 具体的な場面において 「行動指針」 に基づきどのように判断し、 行動す

ればよいかを示した 「行動倫理 Q&A」 が記載されています。

　さらに、 自社で定めた CSR 月間 （毎年 10 月） の期間中、 「行動倫理ハンドブック」 の

チェックテストを実施し、 内容を改めて理解してもらう活動を行っています。

内部通報制度
　コンプライアンス違反に関する情報を迅速に収集し、 その対策を講じるために、 国内外の各拠点における制度に加え、 グロー

バルでの内部通報制度を構築 ・ 運用しています。 通報された案件の中で重大コンプライアンス違反や賞罰委員会に係る案件

については、 内部統制委員会に報告されます。

　2022 年 6 月の公益通報者保護法の改正を機に、 事務局機能を強化しており、 より迅速にトラブルに対応できる体制を構築し

ています。 2021 年度は （海外含む） 16 件の通報 ・ 相談が寄せられましたが、 事業の運営に重大な影響を及ぼすような案件

はありませんでした。

【通報制度】

① 社内相談窓口
　 ・ 人事部社内相談窓口

　 ・ 労働組合相談窓口

　 ・ 常勤監査役

② 社外相談窓口
　 ・ 提携弁護士事務所

　 ・ トヨタ連結ヘルプライン

③ グローバル内部通報制度
　 ・ 管理会社と提携して制度を構築 ・ 運営

　※その他アサーション教育の実施や保健師相談等の相談しやすい社内の雰囲気づくりを心掛けています。

行間 18pt

腐敗防止の取り組み
　公正で透明な取引の実現のために、 公務員に対する贈収賄防止の取り組みとして、 「贈収賄防止基本規定」 及び 「贈収賄

防止に関するガイドライン」 を制定しています。

　上記に加え、役員・従業員に対する研修の他、公務員に対する接待・贈答の事前承認手続、公務員と関わるビジネスパートナー

に対する事前審査手続等を導入しています。

競争法 ・ 独占禁止法遵守
　公正かつ自由な取引の実現のため、 国内外の競争法遵守の取り組みとして、 「競争法違反防止規定」 及び 「競争法対応ガ

イドライン」 を制定しています。

　上記に加え、 役員 ・ 従業員に対する研修のほか、 同業他社と接触する際の事前承認 ・ 事後報告手続等を導入しています。

輸出関連法令遵守
　キャタラーは輸出管理規則を策定し、 外為法等の管理法令の遵守徹底に取り組んでいます。 輸出を行う全製品につき該非

判定及び顧客審査を実施し、 許可を要する案件については、 経済産業省の許可を取得する体系を構築しています。 さらに、 当

社役員で構成された 「輸出取引管理委員会」 を設け、 法令遵守状況の確認や管理強化の議論を定期的に実施するとともに、

年 1 回の社内教育による従業員への周知徹底を図っており、 2021 年度の法令違反はありませんでした。

　また、 許可を取得して当社海外拠点に輸出した該当品が、 無断で大量破壊兵器等に転用されることがないように、 海外拠

点での管理体制の構築と定期的な現物確認を行うことで、 転用されていないことを確認しています。
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基本的な考え方
　近年、 気候変動や資源の枯渇、 大規模災害や感染症の流行、 半導体などの材料不足による価格高騰などの社会 ・ 環境問

題が企業経営に大きく影響を与える時代になっており、 企業の持続的な成長を阻害する可能性のあるリスクを把握し、 適切に

対処していくことが求められています。

　キャタラーでは、 多様化･複雑化するリスクを適切に把握し、 リスク発生前の未然防止や発生時に被害を最小化するために、

リスクマネジメントの充実･強化に取り組んでいます。

　具体的には、 社内各部門がリスク低減・回避の諸施策の実施と日常管理を講じるとともに、 従業員への教育も実施しています。

また、 万が一、 リスクが現実のものとなった場合は、 経営トップの指揮のもと迅速･適切な対応を図ることを基本としています。

　近年では、新型コロナウイルス感染症のまん延に対しての事業維持継続を行う 「感染症 BCM （事業継続マネジメント）」、「サ

イバー攻撃のリスク」 ならびに 「プライバシーの保護」 を重要なリスクとして捉え、 全社で取り組みを進めています。

事業継続基本指針
　キャタラーでは、 「人命第一」 「地域社会」 「供給責任」 「風化防止」 の 4 つの基本指針を掲げて活動を行っています。

事業継続基本指針
1． 人命 ・ 安全最優先

　従業員及びその家族、 並びに関係者の人命 ・ 安全を最優先にする。

2． 地域社会への貢献

　地域との連携を強化し、 地域社会へ積極的に貢献する。

3． お客様への確実な供給継続

　事業継続体制の維持 ・ 向上に努め、 お客様への安定供給を確実に果たす。

4． 事業継続マネジメントシステム （BCMS）※1 の継続的改善

　事業環境の変化や訓練結果を定期的に評価し、 事業継続計画を改善する。

※1 事業継続マネジメントシステム （BCMS)
様々な脅威から事業を守り早期の復旧と再開を実現するためのマネジメントシステム規格

リスクマネジメント
推進体制
　平常時は BCM 各組織でインシデント （大地震、 火災 ・ 爆発、 台風 ・ 豪雨、 感染症等） 発生時に想定される被害に対する

リスク低減活動や、 被災時の対処訓練といった、 組織別訓練 ・ 教育などの活動を計画的に進め （Plan/Do）、 内部 ・ 外部監

査を受審 （Check）、 活動全体を BCM 推進会議にてトップレビューを受けています。 次年度の各組織の活動計画に指摘や提言

を反映 （Action） して、 PDCA サイクルを回しています。 ひとたび、 インシデントを検知すると、 緊急時の対策本部である

RHQ （Restoration HeadQuarters） を設置し、 被害状況の確認を行った後、 インシデント判定会を開きます。 ここで BCP 発

動の要否を判定します。 BCP が発動された場合、 BCM 各組織は、 事業継続計画に基づき復旧活動を開始します。

BCM 各組織
　迅速な安全確認と製品供給の再開に向け、 体制整備を行っています。 発災直後は初動組織が活動し、 人命救助や従業員

支援を行います。 安全が確認された翌日から、 工場復旧組織 ・ 製品供給組織 ・ 復旧供給組織の連携により、 生産の再開や海

外拠点での生産を進める手順です。

　2021 年現在は以下の通り編成されています。

　【本社】 初動組織、 工場復旧組織、 製品供給組織

 　【ARK ： 研究開発拠点】 初動組織、 復旧供給組織

平常時

社長

BCM 統括責任者

BCM 推進会議

BCM 各組織

リスク低減活動
教育 ・ 訓練

BCM 事務局

緊急時

RHQ

インシデント判定会

社長、 BCM 統括責任者
によるトップマネジメント

BCM 統括責任者
経営管理本部長

安全環境部長
指名された必要メンバー

BCP 発動

BCM 各組織

BCP の遂行

内
部
・
外
部
監
査

部長以上
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事業継続マネジメント （C-BCM）
　キャタラーは、 地震 ・ 津波など多様な脅威に備える独自の事業継続マネジメント C-BCM (Cataler - Business Continuity 

Management) を構築 ・ 運用しています。 人命 ・ 安全を最優先に、 地域社会への貢献とお客様への製品供給を継続できる体

制を確立し、 事業継続の取り組みを続けています。

　2014 年には、 ISO22301※1 の認証を取得。 現在、 キャタラーグループすべての拠点での認証取得に向けて、 取り組みを進

めています。

ISO22301 取得状況

※1 ISO22301 事業継続マネジメントシステム (BCMS) に関する国際規格
地震 ・ 洪水 ・ 台風などの自然災害をはじめ、 システムトラブル ・ 感染症の流行 ・ 停電 ・ 火災といった事業継続に対する潜在的な脅威に備えて、 効率的かつ
効果的な対策を行うための包括的な枠組みを示しています。

災害対策の取り組み
　BCM の取り組みとして、 すべての従業員を対象とした各種教育や訓練を行い、 災害時のシミュレーションを積み重ねています。

　これらの教育・訓練を通して、 本社機能が不全となった場合でも継続すべき業務を特定し、 緊急対応の手順を確認しています。

教育

訓練

C-BCM に基づき、 防潮堤、 水門の点検 ・ 整備を行う

総合防災訓練

ガバナンス③

キャタラーグループ

ISO22301

CAC
( 本社 )

CIN
( インド )

CIC
( インドネシア )

CNA
( 北米 )

CSA
( 南アフリカ )

CTC
( タイ )

CCC
( 中国 )

CEC
( チェコ )

2014 年 2017 年2021 年 —2019 年—2020 年 —

実施項目

BCM 基礎教育
（対象 ： 新入社員）

BCM 基礎教育リフレッシュ教育
（対象 ： 全従業員）

実施月

BCM に関する平時の取り組みや有事の行動手順の教育

BCM 活動の再認識及び新しい情報を習得するための教育

4 月

10 月

内容

写真 写真

実施項目

安否確認訓練

避難防災訓練

火災避難訓練

消火器使用訓練

実施月

南海トラフ巨大地震発生時を想定した津波避難地への避難行動および初動組織による
救護、 消火、 従業員支援の実践訓練で、 人命の安全確保行動、 二次災害防止を図る訓練

5 ・ 8 ・
1 ・ 3 月

内容

安否確認 / 応答システムを利用した全従業員の応答訓練

罹災後の事業活動の早期復旧を目的に、 被災時の BCM 各組織の対応力強化を図る訓練

火災から二次災害防止を目的とした避難訓練

従業員全員が消火器の使用方法を学ぶ訓練

6 月

7 ・ 8 ・
9 月

11 月

3 月

シミュレーション訓練



Cataler Sustainability Report 2022 38

目次／編集方針 方針類ESG データガバナンス社会環境キャタラーの CSRキャタラーの製品紹介トップメッセージ

安否確認システム

　キャタラーでは、 国内で大規模な災害や事件が発生した場合、 発生地域で勤務 ・ 居住している従業員が、 自分自身と家族

の安否情報をパソコンやスマートフォンから会社に報告できる 「安否確認システム」 を導入しています。 また、 同システムが有

事の通信手段として機能するよう、 平時より大地震での被災を想定した応答訓練を 定期的に実施し、 いつでも対応できるよう

備えています。

さらに、 地震対策以外でも、 大型台風に見舞われた場合、 台風通過後に安否確認メールを配信して家庭の被災状況を調査し

ています。 また、 新型コロナウイルス感染症への対応として、 長期連休が明ける前に従業員の体調確認調査メールを配信し、

安全で安心な出社を促すなどシステムを有効活用しています。

地域との連携 ・ 貢献

　キャタラーは、 事業継続基本指針である 「地域社会への貢献」 に基づき、 行政の目指す防災意識の高いまちづくりに貢献し

ています。 具体的には、 本社に隣接している山林高台 （海抜 30m） の津波避難地を従業員だけでなく地域の方々も利用でき

るよう、路面及び照明を整備し、常時開放を行っています。 これは、行政から評価され、掛川市第 1 号となる「津波避難施設協定」

の締結となりました。

地域住民も利用できる避難路の整備津波避難施設の使用に関する協定 （2012 年 3 月）

写真
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情報セキュリティ
　キャタラーの事業活動に関わる全ての情報が重要な資産であると認識し、 情報セキュリティを組織的かつ継続的に改善する

ために、 情報セキュリティ管理規則を定めています。

情報セキュリティ管理規則基本姿勢

1． 法令順守

　情報セキュリティに関係する法令、 国が定める指針、 契約上の義務、 及びその他の社会的規範を遵守する

2． 安定した経営基盤の維持

　情報資産を適切に管理 ・ 保護することにより、 競争力及び事業継続性の確保など、 安定した経営基盤の維持に努める

3． 安全な商品 ・ サービスの提供

　商品 ・ サービスの開発 ・ 設計 ・ 製造等、 自社の事業活動において、 情報セキュリティの対策を講じることにより、 お客様や社会に対し、 安

全な商品 ・ サービスを提供する

4． 安全なサイバー空間づくりへの貢献

　利用者が安心してその恩恵を享受できるよう、 安全なサイバー空間づくりに貢献する

5． 情報セキュリティマネジメント

　ガバナンス体制の構築と共に、 事故対応を含めたリスクマネジメントを行い、 情報セキュリティの継続的な推進及び改善を行う

情報セキュリティ取り組みの原則

1． 責任体制の明確化

　情報資産の適切な管理 ・ 保護を実施するために、 情報セキュリティにおける推進体制を整備し、 その任務と責任を明確にする

2． 情報セキュリティ規程の整備 ・ 順守

　情報セキュリティに関する規程を策定して、 順守する

3． リスクマネジメント

　守るべき情報資産及びそれに対する情報セキュリティの脅威を特定する

　特定した脅威に対する備えの状況及び脅威の影響度合いに基づき、 情報資産の機密性、 完全性または可用性を損なう事象 ( 情報セキュリ

ティインシデント ) 発生防止に向けた対策を講じる

　情報セキュリティインシデントが発生した場合には、 速やかに当該事象の収束、 現状への復旧、 被害拡大防止及び再発防止等に向けた

適切な対応を行う

4． 教育 ・ 啓発

　役員及び従業員に対し、 情報セキュリティに関する意識向上を図るために、 必要な教育及び啓発活動を実施する

個人情報保護
　キャタラーでは、 個人情報保護に関する社内規定を設け、 社内での管理体制を構築し、 個人情報の保護 ・ 管理 ・ 取り扱い

を徹底しています。 社内規定では、 直接的あるいは間接的に個人情報を取得する場合の措置や、 社内での取り扱い及び管理

方法、 本人からの問い合わせに対する対応方法などを定めています。 この規定は、 個人情報保護法やマイナンバー法、 EU 一

般データ保護規則 （GDPR） にも準拠しています。

　管理体制としては、 個人情報統括責任者に経営管理本部長、 管理者に総務部長、 事務取扱責任者には人事部長等を選任

しています。

知的財産
　近年の自動車業界は、 気候変動の抑制を目的 とした自動車のパワートレーンの変化が加速し、 素早く柔軟な技術的対応が

要求されています。 カーボンニュートラルに備えた新規分野の対応が必要であり、 また市場環境が大きく変化する中で価値の

高い技術を市場へ提供し続けるために、 顧客ニーズや市場動向など様々な情報や変化を幅広く集めて将来技術の先読みを行

い、 事業戦略へ反映して更なる製品開発につなげていく必要があります。 こ のような事業戦略の実現のために、 キャタラーは

知的財産が事業戦略の礎であると捉え、 基本方針を策定しています。 この方針は、 キャタラーが展開する様々な事業の中で、

変わらない共通した経営戦略として位置付けています。

基本方針
　 ・ 知的財産を創生する技術部門、 知的財産を権利化する知財部門、 知的財産を活用する販売部門が三位一体となって製品開発に向けた

　　意思決定を行い、 事業を継続します。

　 ・ 知的財産をより早く生み出し、 より強く主張し、 より広く活用することを念頭に置いた知的財産戦略も含む事業戦略を以て、 商品を顧客 ・

　　市場に展開します。

第三者知的財産の尊重
　　第三者の知的財産権に係る問題は製品性能に関わる重要な課題と同等に捉えています。 製品開発段階から他社の知的財産を詳細に調

　査し、 当社の技術が第三者の知的財産権を侵害する事がないように知的財産活動を推進しています。

知的財産における戦略
　　研究開発分野毎に知的財産の状況を解析して研究開発の戦略に反映し、 得られた研究開発の成果を知的財産として保護することで特許

　ポートフォリオを構築しています。 また、 競争優位性を維持するためには、 強い特許を多数確保することが重要です。 自社の保有する特許

　の価値を評価し、 開発及び知的財産の戦略に反映しています。

知的財産の対応における人財育成
　　上記の方針を実行するために、 開発部門に対して階層毎に知的財産教育を行い、 開発者自らが知的財産を尊重し活用できる人財育成

　を推進しています。
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ESG データ

環境

社会

ガバナンス

■ 集計期間：年「1-12月」 / ■ 年度「4-3月」

項目 指標 単位 2016年 2021年2020年2019年2017年 2018年

CO2 排出量 千t-CO2/年 14.88 14.6314.8616.4714.97 16.04

廃棄物
廃棄物発生量 千t 0.27 0.200.270.290.32 0.29

排出量原単位 t/製品千個 0.046 0.0290.0400.0390.045 0.044

環境事故 発生件数 件 0 0000 0

集計期間：年度「4-3月」

項目 指標 単位 2016年度 2021年度2020年度2019年度2017年度 2018年度

単体従業員数

グループ従業員数 男女人数 名 1,948 2,4702,4472,4732,123 2,254

男性人数 名 754 872876858780 805

女性人数 名 188 211207198191 198

合計人数 名 942 1,0831,0831,056971 1,003

女性社員の割合 % 20.0 19.519.118.819.6 19.7

正社員数 名 781 900893871791 827

契約社員数 名 122 102106121119 121
雇用形態別

派遣社員数 名 39 81846461 55

合計人数 名 942 1,0831,0831,056971 1,003

雇用数（人数/カウント） 名 9/14 15/2116/2315/2211/16 11/16

雇用率 % 1.52 2.132.272.271.76 1.73障がい者雇用

法定雇用率 % 2.0 2.32.22.22.0 2.2

新卒採用数 名 28 23263122 27

採用 新卒における女性採用割合 % 21.4 21.730.819.422.7 25.9

項目 指標 単位 2016年度 2021年度2020年度2019年度2017年度 2018年度

離職

採用 キャリア採用人数 名 12 24163719 31

自己都合 名 19 28152422 22

定年 名 3 42106 4

一般教育プログラム数 件 72 108858383 84

一般教育力量習得数 件 5,859 2,0101,9451,9112,181 1,541

年齢 歳 36.0 38.937.236.836.0 36.7

全社員 年 12.8 13.913.812.812.8 12.8

平均年齢

女性社員 年 11.8 12.711.711.612.2 11.7

男性取得率 ％ 3.6 16.74.511.82.2 5.1

女性取得率 ％ 100 100100100100 100

取得者数 名 17 1571510 12

育児休業取得

全社員（男女計） % 100 9310093100 100

全社員（男女計） 名 1 0102 1

短時間勤務利用者数 全社員（男女計） 名 21 37262225 29

教育・研修

平均勤続年数

育児休業復帰率

介護休業取得者数

婦人科社内検診受診率 % ー 81.079.063.0ー 57.0

労働災害
死亡災害 件 0 0000 0

休業災害 件 0 0000 0

インフルエンザワクチン社内接種実施率 % ー 46.047.342.224.3 29.1

風しん抗体保有率 % ー 99.299.299.2ー 99.2

2021年7月時点

項目 指標 単位 男性 女性

取締役 人数（うち非常勤） 名 8（2） 0（0）

人数（うち非常勤） 名 3（2） 0（0）監査役

開催回数

取締役会

監査役協議会

開催回数

7

6
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方針類

行間 18pt

方針一覧
指針・ガイドライン
CSR指針
環境指針
品質指針
調達指針
仕入先CSRガイドライン
安全指針
行動指針
事業継続基本指針

カテゴリ
キャタラーのCSR
環境
社会

ガバナンス

掲載ページ
P4
P8
P15
P18
P18
P24
P33
P36
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